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Ϩ　はじめに
1．本稿の目的
銭湯は、内湯のない時代、地域住民の公衆衛
生を支える日常生活に欠かせないものであっ
た。銭湯から内湯へという変化が進んだのは
1955年に日本住宅公団が発足し、狭いながらも
内湯が設置されたことが契機だといわれる （松
平 1997）。こうした銭湯から内湯への変化の中
で、全国の普通公衆浴場軒数も1965年頃の約
23,000軒をピークに現在は約6,000軒へと減少
した （日本銭湯文化協会 2007）。今現在も銭湯
は年々減少を続けている。
そのように減少し続ける近年の銭湯を対象と
した研究には次のようなものがある。西村ほか
（1993a、1993b） は大阪府、兵庫県の公衆浴場を
4つのタイプに分け、各施設の利用者にアン
ケート調査を行い、その結果から公衆浴場の変
化要因を明らかにした。片渕ほか （2004） はデ
イサービスを行っている銭湯への実態調査やヒ
アリング調査の結果からデイサービスを行う利
点、問題点を明らかにした。また、中山ほか
（2007） は熊本市における銭湯の現状を経営者
への聞き取り調査から把握し、変容の要因や存
在意義の変化を明らかにした。これらの研究で
は銭湯を調査し、その変化要因のひとつとして
スーパー銭湯をあげるものもある。とはいえ、
本当に銭湯の変化の要因はスーパー銭湯なのだ
ろうか、さらに言うならば銭湯とスーパー銭湯
は共存していないのだろうか。ところが、これ
らの研究ではスーパー銭湯を直接の対象とした
研究はなく、銭湯とスーパー銭湯を同時に取り
上げた研究もない。
そこで本稿では、調査地域を埼玉県中央地域
とし、銭湯の経営者・利用者のみの調査ではな
く、スーパー銭湯の経営者・利用者の調査を行
うことで銭湯とスーパー銭湯の現状とその共存
関係について明らかにしていく。
埼玉県では埼玉県公衆浴場業衛生同業組合に
入っている銭湯が2011年 7月22日現在81店舗
ある。その中で埼玉県中央地域内には43店舗
があり、埼玉県内の銭湯の約半数が立地する地
域である。
また埼玉県のスーパー銭湯の施設数は，大阪
府の53店舗、愛知県の44店舗に次ぐ41店舗で
あり、全国で 3番目に多い県である （表 1）。そ
のうち中央地域には16店舗が立地する。
このように埼玉県中央地域ではスーパー銭湯
との競合が激しいにもかかわらず、埼玉県の半
数を占める多くの銭湯が残っている。これは埼
玉県中央地域では銭湯とスーパー銭湯が共存し
ているからだと考えられる。そこで本稿では、
当該地域における銭湯とスーパー銭湯の共存と
その要因について明らかにすることを目的とす
る。
2 ．銭湯とスーパー銭湯の定義
「銭湯」と「スーパー銭湯」の定義について
説明する前に、まず銭湯やスーパー銭湯などを
全て含めた「公衆浴場」の定義をみておこう。
公衆浴場は公衆浴場法 （1948年 7月12日制定、
法律第139号） の第 1条第 1項で「温湯、潮湯
又は温泉その他を使用して、公衆を入浴させる
施設」と定義されている。
「銭湯」の定義は、埼玉県の公衆浴場法施行
条例 （2008年3月25日制定、条例第19号） によ
埼玉県中央地域における銭湯とスーパー銭湯の共存
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れば、「『一般公衆浴場』とは、温湯等を使用し、
同時に多数人を入浴させる公衆浴場であって、
その利用の目的及び形態が地域住民の日常生活
において保健衛生上必要な施設として利用され
るもの」 （第 2条第 1項） である。本稿において
の「銭湯」は、この条例の「一般公衆浴場」を
示しており、この条例の定義を本稿でも銭湯の
定義とする。なお銭湯は物価統制令の制限を受
けており、都道府県ごとに一律で料金が決めら
れている （中山ほか 2007）。埼玉県では公衆浴
場入浴料金の統制額の指定 （2006年12月5日制
定、告示第2033号） により入浴料金が12歳以
上の人は410円、6歳以上12歳未満の人は180
円、6歳未満は70円と決められている。
次に「スーパー銭湯」の定義について説明し
ていく。スーパー銭湯などの複合施設の最初は
「ヘルスセンター」であり、「ヘルスセンターは
初の娯楽性を持った大規模浴場で、1955年に
登場した『船橋ヘルスセンター』が第 1号店と
されている。（中略）その後、『健康ランド』と
呼ばれる施設ができ、1990年代からは設備はヘ
ルスセンター並みで、都市の遊休地を利用し、
規模を縮小した『スーパー銭湯』と呼ばれる施
設が登場した」（中山ほか 2007）。これらスー
パー銭湯や健康ランドなどと呼ばれる複合施設
を法律によって明確に区別することはできな
い。公衆浴場法施行条例では「一般公衆浴場」
以外の公衆浴場を「その他の公衆浴場」とまと
めている。
そこで本稿における「スーパー銭湯」の定義
はこれから挙げる 3つの条件を満たしているも
のとする。
第一に、入浴設備を含めた複合施設であるこ
と。これは銭湯とそれ以外の入浴施設を区別す
るための条件である。第二に、湯につかる入浴
設備を備えた施設であること。これは砂風呂、
檜酵素風呂、岩盤浴といった「湯につからない
入浴」のみを提供している店舗があり、これら
と区別するためである。
そして第三に、宿泊ができない施設であるこ
と。これは主に健康ランドやヘルスセンターと
いわれるような施設と区別するための条件であ
る。宿泊ができる施設とは24時間営業、また
は深夜から朝にかけても営業を行っているとい
うことである。これらの施設は入浴をするだけ
でも1,200～2,000円程度の料金が掛かる。銭湯
が大人400～500円、スーパー銭湯で600～1,000
円程度の料金に対して明らかに高い。その上、
深夜利用には深夜料金やオールナイト料といっ
た名目で入浴料金とは別に追加料金を1,000～
1,500円程度徴収している。つまり、これらの
施設では銭湯の約 5～7倍、スーパー銭湯の約
表 1　都道府県別スーパー銭湯の数
都道府県 施設数 都道府県 施設数
北海道 21 滋  賀 9
青  森 7 京  都 8
岩  手 1 大  阪 53
宮  城 8 兵  庫 34
秋  田 3 奈  良 7
山  形 6 和歌山 8
福  島 6 鳥  取 1
茨  城 11 島  根 1
栃  木 5 岡  山 11
群  馬 4 広  島 27
埼  玉 41 山  口 2
千  葉 25 徳  島 2
東  京 16 香  川 8
神奈川 27 愛  媛 3
新  潟 8 高  知 3
富  山 13 福  岡 23
石  川 9 佐  賀 1
福  井 13 長  崎 3
山  梨 2 熊  本 2
長  野 10 大  分 9
岐  阜 10 宮  崎 3
静  岡 12 鹿児島 4
愛  知 44 沖  縄 0
三  重 7 全  国 531
注）・2011年 7月22日現在のデータである
　　・データ算出方法についてはⅡ章 1節に記載
資料：NTT iタウンページデータより作成
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い施設は除外した。さらに検出されたものの
ホームページなどで存在が明確に確認できない
店舗についても除外した。それらを除く41店
を埼玉県内のスーパー銭湯とした。そのうち対
象地域内には16店があり、これらが今回の調
査対象である。
2 ．調査方法
まず銭湯とスーパー銭湯の現状を知るため
に、それらに聞き取り調査を行った。対象とな
る店舗にアポイントメントを取り、調査に応じ
てくれた店舗を 1軒ずつ訪ね、調査票を提示し
た上で、調査票の内容を質問し、口頭での回答
を筆者が調査票に記した。銭湯とスーパー銭湯
の調査票はそれぞれ違うものを使用した。聞き
取り調査に応じてくれた店舗は銭湯が30軒、
スーパー銭湯が12軒であった。調査期間は
2011年 8月～9月の計19日間で、1日に 1～4
店舗を調査した。
次に、銭湯とスーパー銭湯の利用者への来客
調査を、銭湯とスーパー銭湯の 1店舗ずつで
3倍以上もの料金が掛かる。これは、これらの
施設が「宿泊」目的に特化しているからであ
り、その点で銭湯とは異なるものと考えられ
る。
そこで以上の 3つの条件を満たしたものを
「スーパー銭湯」と定義して論を進めていく。
ϩ　研究方法
1．対象地域と対象店舗
本調査では埼玉県中央地域を対象地域とし
（図 1）、対象地域内の全ての銭湯とスーパー銭
湯を調査対象とする。埼玉県の銭湯（埼玉県公
衆浴場業生活衛生同業組合加盟店・81店）のう
ちに、対象地域にある43店舗全てを対象とした。
スーパー銭湯については、NTTの iタウンペー
ジでの検索を行い、埼玉県内で53件のデータ
が検出された （2011年 7月22日現在）。検出さ
れたものの中にはカットサロンやマッサージな
ど、スーパー銭湯施設内にあるが電話番号が違
うものが複数あった。また前章の条件に合わな
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図 1　埼玉県における地域区分と中央地域の構成市町
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当時の入浴の仕方は、湯を沸かした蒸気を浴
びるか、沸かした湯を浴びる程度のものであ
り、現在のような肩まで湯につかるものではな
かった。また、この当時の「入浴」はあくまで
も仏教とつながる宗教的行為の一環であり、体
の汚れを洗い落すというよりも、心身を清め、
病気を治療する目的に行われていた。つまり、
現在の「癒し」や「清潔」といったものとは、
入浴目的が異なっていた。
江戸時代になると入浴の仕方が肩まで湯につ
かる方法に次第に変わっていった。同時に、湯
と仏教の結びつきは薄れていった。
江戸時代初期には「湯女風呂」という新しい
形の湯屋があらわれた。この湯女風呂には「湯
女」という客の世話をする女性がおり、客の髪
や体を洗ったり、茶や酒を接待したり、性的
サービスを行う場合もあった。この湯屋は武将
や商人に好評を博し、短期間のうちに数を増や
した。その人気ぶりに、スペースが足りなく
なって 2階の増設を行う店舗や最初から 2階建
てにする店舗が多くなった。
しかしながら、町の風俗を乱すなどの理由
で、1657年には湯屋が湯女を抱えることは一切
禁止される。そのため空きスペースとなった 2
階部分は、入浴後の男達が休憩をしながら菓子
や茶を口にしたり、将棋や囲碁を楽しんだりす
る社交場へと形を変えていった。このように江
戸時代の男達にとって湯屋は入浴をして体を清
潔に保つというだけでなく、入浴以外のことも
「楽しみ」のひとつであった。
明治時代には、湯屋の 2階が再び湯客を女性
が接待する場所として賑わう。しかし、それも
また町の風紀を乱すということで、1879年の
「湯屋取締規則」によって取り締まりを受ける
ようになり、数を減らしていった。通常の銭湯
の方が経済的であることもあって、通常の銭湯
が数を増やしていく。この頃には、湯屋も「改
良風呂」という現代の銭湯に近い造りへと変化
していった。こうした銭湯が日本独自の入浴文
行った。聞き取り調査を行う店舗に許可を得
て、日を改めて調査を行った。店舗の入り口付
近に立ち、来客した利用者に対して調査票を提
示した上で、調査票を見ながら質問して、口頭
での回答を筆者が調査票に記すという方法を
とった。複数人のグループで訪れた客に対して
はその中の代表者に回答してもらった。今回の
来客調査での有効回答数は、銭湯が16組、スー
パー銭湯が31組である。調査は店主に週で 1
番来客が多い曜日・時間を聞いたところ、いず
れも「休日の夕方」と回答を得たため、銭湯は
2011年10月15日（土）～16日（日）、スーパー銭
湯は2011年10月22日（土）～23日（日）の各 2日
間とした。調査時間は各日の16～19時の 3時
間ずつである。
Ϫ　銭湯の成立と移り変わり
銭湯とスーパー銭湯の共存について述べる前
に、銭湯産業の変遷について触れておく。そも
そも日本人に沐浴を愛好する習慣を植えつけた
ものは、仏教伝来による寺院の浴堂である （武
田 1967）。そこで本章では寺院の浴堂の登場か
ら今日までの過程を、武田（1967）、松平（1997）、
山本 （2007）、日本銭湯文化協会 （2009） を参考
にまとめていきたい。
1 ．銭湯産業の変遷
8世紀ごろ、日本に「温室教（仏節温室洗浴
衆僧経）」が伝えられ、京都周辺の寺院で境内
に大衆向きの「大湯屋」と呼ばれる浴場が設け
られるようになり、湯を浴びる習慣が庶民たち
に広まった。大湯屋は基本的に無料で開放され
ていたが、庶民は大湯屋を使用させてもらう報
謝として銭を包んだ「布施」を寺院に納めてい
た。これが銭湯の起源である。現在のような、
お金をとって入浴させる銭湯が町中に登場する
のは平安時代末期から鎌倉時代になってからで
ある。
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とともに、とくに近年においては、入浴を軸に
した複合施設の登場であるといえる。
そうであるとするならば、銭湯とスーパー銭
湯は競合関係にあることになる。にもかかわら
ず、埼玉県中央地域では銭湯とスーパー銭湯は
共存関係にあるように見て取れる。なぜ埼玉県
中央地域では銭湯とスーパー銭湯が共存できて
いるのか、次章以降でみていく。
ϫ　銭湯とスーパー銭湯の共存
1．銭湯・スーパー銭湯の数とその推移
現代では銭湯は減少傾向にあり、その他の公
衆浴場の数は増加傾向にある。実際に、近年に
おける銭湯の推移をみると、全国では1996年
の9,461軒から2009年の5,494軒まで、1年に
200～400軒のペースで減っている。
埼玉県においても、1996年の198軒が2009年
には96軒になっており、1年に 4～13軒のペー
スで減少している。一方、埼玉県におけるスー
パー銭湯の数は1996年に 3軒であったものが、
2009年には39軒となっている （表 2）。日本で
化として定着し、日本人の暮らしの中に浸透し
ていった。
このように明治時代においても湯屋は入浴以
外のこともして「楽しみ」を感じる施設であっ
た。その後の取り締まりにより、「清潔」を保
つための施設へと意味合いが変化していった。
2 ．現代の銭湯産業
この節では関東大震災後の銭湯について説明
していく。関東大震災前において東京市内の銭
湯は約970軒あったが、震災で約630軒が焼失
した。その後、復興していく中で約2,800軒ま
で増加する。しかしながら戦災の影響は大き
く、1945年の終戦直後には東京にある銭湯は
約400軒であった。
終戦直後は燃料の確保も困難で、銭湯の運営
には混乱もあったが、1948年には東京の銭湯は
831軒まで増えた。さらに東京の人口も増え続
け、それに伴い銭湯も年間約100軒というペー
スで増えていった。1965年頃にはピークを迎
え、東京では約2,600軒、全国では約23,000軒
の銭湯があった。
こうした銭湯がその後，数を減らし始める。
その契機は一般家庭における「自宅風呂」（内
湯）の登場と普及である。日本に自宅風呂が普
及し始めたのは、1955年に日本住宅公団が発足
し、狭いながらも内湯が設置されたことが発端
であるとされる。1960年代には急激に内湯が増
加し、1960年代後半には普及率は50％を超
え、1990年代には普及率は90％を超えた。
さらに銭湯を減少へと追いやったのは入浴を
軸にした複合施設の登場である。こういった入
浴を軸にした複合施設は「ヘルスセンター」、
「健康ランド」、「スーパー銭湯」などと呼ばれ
る。その先駆けが「船橋ヘルスセンター」（1955
年設立）である。その後、これら施設は人気を
集め、数を急激に増やしていった。
このように、銭湯産業の変遷をみていくと、
銭湯を減少に追いやったのは内湯の登場である
表２　埼玉県における銭湯とスーパー銭湯の推移
銭湯 スーパー銭湯
1996年 198 3
1997年 186 4
1998年 180 5
1999年 176 5
2000年 165 9
2001年 158 11
2002年 150 18
2003年 146 21
2004年 133 23
2005年 126 27
2006年 115 32
2007年 108 34
2008年 101 35
2009年  96 39
資料：衛生行政報告例，各企業ホームページより作成
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3.4ポイント減にとどまり、売り上げと同様に
大きな減少とはいえない。
たしかに、スーパー銭湯が立地し始めた頃に
銭湯は大きな影響を受けたが、その後は大きく
減少はしないということから、少なくとも現在
では、銭湯とスーパー銭湯の共存がみられると
いえるであろう。
では、銭湯とスーパー銭湯の共存を可能にし
は1990年代にスーパー銭湯が登場し始めたが、
埼玉県では2000年以降の立地が目立つ。なか
でも2002年は、スーパー銭湯が11軒から18軒
と 7軒増えており、最も多くスーパー銭湯が立
地した年である。その 2年後の2004年には銭
湯が146軒から133軒と13軒減っており、他の
年と比べてもとくに減少が大きい。ここには
スーパー銭湯の立地によって銭湯が大きく減少
した可能性があることが指摘できる。
しかし、必ずしもそうとは言い切れない。
2006年にはスーパー銭湯が27軒から32軒と 5
軒増え、1996年以降ではスーパー銭湯の立地が
2番目に多い年であるが、銭湯は2007年が 7
軒、2008年が 7軒、2009年が 5軒と、2006年
以降の 3年間の減少数は他の年に比べてもとく
に多くはない。これはスーパー銭湯の立地が銭
湯の減少に影響を与えてはいるかもしれない
が、銭湯を大きく減少させてはいないというこ
とを示しているといえよう。スーパー銭湯の立
地によって銭湯が必ず大きく減少するわけでは
ないということは、銭湯とスーパー銭湯の間に
現在では一定の共存がみられるからではないか
と考えられる。
2 ．銭湯の売り上げ・来客数の推移
同じような傾向は銭湯の売り上げや来客数の
推移にも認められる
1995年を100％とした時の、2000年の平均売
り上げは67.5％で、 大きく減少している（表 3）。
さらに2005年には52.9％と半分近くにまでなっ
ている。しかしながら、2005～2010年にはスー
パー銭湯が 9店舗立地したにもかかわらず、銭
湯の売り上げは52.9％から49.6％と、その減少
は大きくはない。
銭湯の来客数の推移をみても、売り上げと似
た傾向にある （表 4）。2000年には平均で65.0％
と、1995年に比べて大きく減少している。2005
年には平均49.0％と半分以下となっている。と
はいえ、2005～2010年には49.0％から45.6％の
表 3　銭湯の売り上げの推移
2000年 2005年 2010年
 0～10％ 0 0 0
11～20％ 0 0 1
21～30％ 1 1 2
31～40％ 2 5 6
41～50％ 2 8 7
51～60％ 4 7 7
61～70％ 7 2 1
71～80％ 7 1 1
81～90％ 3 0 0
91～100％以上 0 0 0
不明 4 6 5
平均（％） 67.5 52.9 49.6
注）1995年を100％とする
資料：聞き取り調査より作成
表 4　銭湯の来客数の推移
2000年 2005年 2010年
 0～10％ 0 0 0
11～20％ 0 0 1
21～30％ 1 4 5
31～40％ 2 5 5
41～50％ 3 7 7
51～60％ 6 6 6
61～70％ 6 1 1
71～80％ 6 1 0
81～90％ 2 0 0
91～100％以上 0 0 0
不明 4 6 5
平均（％） 65.0 49.0 45.6
注）1995年を100％とする
資料：聞き取り調査より作成
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半数を占める店舗もあって高齢者の利用が多
い。さらに36～64歳までの層も合わせた中高
年層が利用客に占める割合は、全店舗で65％以
上となっている。銭湯は中高齢者、なかでも高
齢者が中心客層の施設であるといえる。
一方、スーパー銭湯では、銭湯と比べて16～
35歳の層の割合が40％を占める店舗があるな
ど、この層の利用が全体的に高くなっている
（図 3）。反対に65歳以上の割合は20％という
店舗もあり、全体的に低くなっている。このよ
うにスーパー銭湯は高齢者層が多いというよう
な偏りはなく、幅広い年代が利用する施設であ
るといえる。ここから、高齢者の利用が銭湯の
存立基盤となっており、こうした中心客層の違
いが銭湯とスーパー銭湯を共存させているとい
えよう。
ている要因は何であろうか。以下順にみてい
く。
3 ．中心客層の違い
銭湯とスーパー銭湯の共存要因としてまずあ
げられるのが、「中心客層の違い」である。
銭湯における利用客の年齢の割合をみてみよ
う （図 2）。銭湯では、65歳以上の層が利用客の
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図 2　銭湯における利用客の年齢の割合
資料：聞き取り調査より作成
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した事実は、銭湯が「習慣性」を持った利用客
に多く利用される施設であることの証左である
と考えられる。
一方、スーパー銭湯では、朝の時間帯は他の
時間帯に比べて常連客の割合は高いものの、そ
れを除けば、全ての店舗で常連客の割合が
40％台よりも低い （表 7）。さらに、「月に数回」
が16人、「年に数回」が11人と、利用客の利用
頻度も低い （表 5参照）。
また、スーパー銭湯での季節別の利用をみる
と、秋に比べ夏、春の方が利用者は多い （表 8）。
冬の利用が一番多いことから、寒い時期に利用
者が多くなるとはいえるが、秋に比べて夏や春
の方がかえって利用者が多いということを、寒
さとの関係だけでは説明できない。むしろ、
スーパー銭湯では、寒さや暑さに関係なく、休
暇の多い季節に利用者が多いためではないかと
考えられる。こうしたことからスーパー銭湯は
「レジャー感覚」を持った利用客が多い施設で
あるといえよう。
このように、銭湯では「習慣性」、スーパー
4 ．常連客の多寡と利用者の来客頻度
また、この「中心客層の違い」は施設側から
みた常連客の多さ、利用者自身の来客頻度の違
いとなってあらわれている。
銭湯は常連客の割合が高く、いずれの時間帯
においても、平均して70％以上が常連客によっ
て占められている （表 5）。利用者の来客頻度
をみても、「ほぼ毎日」が 8人、「週に数回」が
6人と利用客の来客頻度も高い （表 6）。また表
にはないが、銭湯には季節による来客数の変化
もほとんどない（聞き取り調査による）。こう
表 6　利用者の来客頻度
銭湯 スーパー銭湯
年に数回 0 11
月に数回 2 16
週に数回 6 3
ほぼ毎日 8 1
資料：来客調査より作成
表 5　銭湯における常連客の割合
平日 休日
時間帯 昼 夜 昼 夜
0％ 0 0 0 0
10％ 0 0 0 0
20％ 0 0 0 0
30％ 0 0 0 0
40％ 0 0 0 0
50％ 0 0 0 0
60％ 0 0 0 0
70％ 5 10 6 10
80％ 18 15 19 17
90％ 4 2 2 0
100％ 0 0 0 0
不明 3 3 3 3
平均（％） 79.6 77.1 78.6 76.4 
注）・細かい数値のわかる店舗についても四捨五入を行い、
概数で示した
　　・朝の営業を行っていない店舗がほとんどのため朝の
データは除外した
資料：聞き取り調査より作成
表 7　スーパー銭湯における常連客の割合
平日 休日
時間帯 朝 昼 夜 朝 昼 夜
0％ 0 0 0 0 0 0
10％ 0 0 0 0 0 0
20％ 0 0 2 0 2 8
30％ 0 6 8 0 9 4
40％ 0 6 2 4 1 0
50％ 2 0 0 8 0 0
60％ 7 0 0 0 0 0
70％ 3 0 0 0 0 0
80％ 0 0 0 0 0 0
90％ 0 0 0 0 0 0
100％ 0 0 0 0 0 0
不明 0 0 0 0 0 0
平均（％） 60.8 35.0 30.0 46.7 29.2 23.3 
注）細かい数値のわかる店舗についても四捨五入を行い、
概数で示した
資料：聞き取り調査より作成
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5 ．銭湯とスーパー銭湯の利用目的の違い
こういった利用目的の違いは、来客調査、つ
まり利用者へのアンケートでも確認できる。
来客調査では、利用者に「癒し」、「清潔」、
「情報収集」、「コミュニケーションの場」、「遊
び」、「健康」の 6つの選択肢について、銭湯、
スーパー銭湯を利用する際における目的の順位
付けをしてもらった。これをもとに銭湯とスー
パー銭湯の利用する目的をみる。
銭湯では「清潔」が 1～3位に多く、平均順
位も2.0と、他の項目に比べ順位が高い（表 9）。
逆に「遊び」は 4位以下でしかなく、平均順位
も5.4と最も低い。
こうした銭湯利用者にスーパー銭湯を利用し
ない理由を尋ねてみた （表10）。これをみると、
「値段が高い」や「場所が遠い」ことがスー
パー銭湯を使わない理由としてあげられてい
る。使わない理由としては「人が多くて落ち着
かない」というものもある。これは利用経験が
ある人ならではの理由であり、決してスーパー
銭湯では「レジャー感覚」というように、利用
者の行動・目的の違いがあることがうかがわれ
る。
表 8　季節による来客数の変化（スーパー銭湯）
春 夏 秋
0％ 0 0 0
10％ 0 0 0
20％ 0 0 0
30％ 0 0 0
40％ 0 0 0
50％ 0 0 0
60％ 0 0 0
70％ 0 0 7
80％ 10 4 5
90％ 2 8 0
100％ 0 0 0
不明 0 0 0
注）・細かい数値のわかる店舗についても四捨五入を行い、
概数で示した
　　・冬を100％とした
資料：聞き取り調査より作成
表 9　銭湯における利用する目的の優先順位
1位 2位 3位 4位 5位 6位 平均（位）
癒し 3 3 4 4 2 0 2.9 
清潔 5 6 5 0 0 0 2.0 
情報収集 0 0 1 1 7 7 5.3 
コミュニケーションの場 4 4 3 5 0 0 2.6 
遊び 0 0 0 2 5 9 5.4 
健康 4 3 3 4 2 0 2.8 
資料：来客調査より作成
表10　意見が多かったスーパー銭湯を使わない理由
場所が遠い 8 人
帰るまでに湯ざめする 7 人
足腰が悪くて行けない 6 人
値段が高い 5 人
人が多くて落ち着かない 5 人
注）複数回答あり
資料：来客調査より作成
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理由をみると、「食事がしたい」、「マッサージ
がしたい」といった理由があげられる （表12）。
スーパー銭湯は「癒し」や「遊び」が利用者の
目的とされ、より多くの「楽しみ」を感じるこ
とができる場所であることを利用者から求めら
れている施設であるといえよう。
このような利用目的の違いが両施設の間には
ある。前述の通り、江戸から明治時代にかけ
て、銭湯の代わりを果たしていた湯屋は入浴と
ともに娯楽やサービスを楽しむ場所であった。
茶・菓子や囲碁・将棋といった入浴以外のサー
ビスも提供した湯屋が、現代では食事やマッ
サージといったサービスを提供するスーパー銭
湯の前身であるとも考えられよう。つまり「現
代版湯屋」こそがスーパー銭湯であり、人々が
「楽しみ」を感じるために湯屋を利用したよう
にスーパー銭湯は「楽しみ」を利用者にもたら
す施設なのである。
一方、湯屋は時代ごとに取り締まりを受け、
次第に体を清潔にするだけの施設として利用さ
れるようになる。入浴以外のサービスを行って
はいないが、人々の生活の中には欠かせない
「清潔」を利用者にもたらした「規制後の湯屋」
こそは、現代の銭湯そのものであるといえる。
このような利用目的の違いが両施設の間には
ある。こうした利用目的の違いが、銭湯とスー
パー銭湯を共存させているといえるであろう。
銭湯を利用していないわけではないといえる。
とはいえ、これらの人は、「レジャー感覚」の
人とは別の空間で、落ち着いた・ゆっくりした
時間を過ごしたいと考えていることがうかがわ
れる。つまり銭湯利用者は「楽しみ」を主たる
目的としている訳ではなく、「清潔」が利用者
の目的とされており、「値段が安い」、「自宅か
ら近い場所にある」ことが利用者から求められ
ている施設であるといえる。
一方、スーパー銭湯の利用目的では「癒し」
が 1～2位が多く、平均順位が1.6となってい
る （表11）。「遊び」も 1～3位が多く、平均順
位が2.0である。「癒し」と「遊び」の 2つの項
目は他の項目に比べて明らかに順位が高くなっ
ている。逆に銭湯の主たる利用者の目的であっ
た「清潔」は平均4.6で、6項目中、下から 2
番目となっており、スーパー銭湯の利用目的と
しては意識されていないといえる。
これらスーパー銭湯利用者が銭湯を使わない
表12　意見が多かった銭湯を使わない理由
食事がしたい 21人
マッサージがしたい 15人
古臭い 14人
駐車場がない 10人
注）複数回答あり
資料：来客調査より作成
表11　スーパー銭湯における利用する目的の優先順位
1位 2位 3位 4位 5位 6位 平均（位）
癒し 15 12 4 0 0 0 1.6 
清潔 1 1 2 7 14 6 4.6 
情報収集 0 0 1 2 5 23 5.6 
コミュニケーションの場 2 5 10 12 2 0 3.2 
遊び 11 10 9 1 0 0 2.0 
健康 2 3 5 9 10 2 3.9 
資料：来客調査より作成
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後・数十年後にはなくなってしまうということ
は想像に難くない。
しかし、そのような中でも市町村によっては
銭湯を利用した高齢者サービスを行っている市
町村もある。これらは「公衆浴場利用助成事
業」と呼ばれ、埼玉県中央地域内では、さいた
ま市、蕨市、戸田市、川口市、鳩ヶ谷市で実施
されている （表14）。また銭湯によっては、無
料送迎付きのデイサービスがあったり、銭湯で
健康診断を行ったり、無料券や割引券を配布す
るサービスを行っている。高齢者の利用が圧倒
的に多い銭湯の現実にあったサービスといえ
る。
スーパー銭湯との共存の中、後継者問題を抱
えつつも、これらサービスを拡大・強化してい
くことで、銭湯は高齢者のコミュニケーション
の場として利用・活用されていく可能性はある
と考えられる。
2 ．スーパー銭湯における付帯サービスと競争
他方、スーパー銭湯は年々増加している。
スーパー銭湯の強みは、来客調査にもあるよう
に「食事」や「マッサージ」といった、入浴以
外のサービス（付帯サービス）の存在にある。
スーパー銭湯への聞き取り調査においても、
スーパー銭湯における売り上げの内、平日では
Ϭ　銭湯とスーパー銭湯の今後
1．銭湯の後継者問題と新たなサービス
このように、銭湯とスーパー銭湯との一定の
共存がみられるにもかかわらず、銭湯は今現在
も年々減少している。この背景には銭湯の後継
者問題という大きな理由がある。店舗への調査
でも30軒中18軒が後継者がいないと回答して
いる。ここから、すでに廃業した銭湯でも後継
者の問題から廃業に至ったケースが少なくない
と考えられる。
また現在ある銭湯の店主の年齢構成をみる
と、50歳代が10人、60歳代が 6人と比較的高
齢の店主の占める割合が高い （表13）。家族経
営が30軒中26軒（他は会社経営の 4軒）とい
うことからも、このままでは銭湯の多くが数年
表13　銭湯店主の年齢
20代 1
30代 4
40代 8
50代 10
60代 6
70代 1
80代 0
資料：聞き取り調査より作成
表14　埼玉県中央地域における高齢者サービス
市町名 銭湯軒数 　事　業　名 年齢要件 事　業　内　容
さいたま市 16 浴場利用事業 65才以上 無料入浴券の交付
蕨　市  6 福祉入浴サービス 65才以上 割引入浴券の交付
戸田市  7
公衆浴場福祉入浴券 65才以上 割引入浴券の交付
ふれあいセントー 65才以上 送迎しボランティアの援助により入浴
川口市 22 福祉銭湯 65才以上
割引入浴券の交付
敬老の日、福祉の日は無料
鳩ヶ谷市  4 福祉銭湯 65才以上
福祉センター利用証の提示
3月1日と敬老の日は無料
注）高齢者サービスを行っていない市町村は除外した
資料：埼玉県公衆浴場業生活衛生同業組合HPより作成
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ような食事やマッサージといったサービスだけ
でなく、新しい付帯サービスを取り入れて、他
店との差別化をはかりうる店舗が、今後も生き
残っていくと考えられる。このように今後は
スーパー銭湯同士の競争の中で、より新しい付
帯サービスを取り入れた店舗、つまり利用客が
求める「楽しみ」に特化した店舗が増え、スー
パー銭湯は、銭湯とは異なった性格を持った施
設へと、ますますなっていくものと考えられ
る。
ϭ　おわりに
本稿では、銭湯とスーパー銭湯の共存とその
要因について、埼玉県中央地域を調査地域にし
て、銭湯の経営者と利用者への調査、スーパー
銭湯の経営者と利用者への調査を行い、銭湯と
スーパー銭湯の現状とその共存関係についてみ
てきた。以下はその結果である。
埼玉県中央地域ではスーパー銭湯の競合が激
しいにもかかわらず、埼玉県の半数を占める多
くの銭湯が残っている。これは埼玉県中央地域
では銭湯とスーパー銭湯が共存しているという
ことである。
銭湯とスーパー銭湯の共存は、スーパー銭湯
が年々増加傾向にあるにもかかわらず、銭湯が
必ずしも大きく減少するわけではない点、銭湯
は、スーパー銭湯が立地し始めた頃には大きな
影響を受けたが、その後においては売り上げ・
来客数を大きく減少させているわけではない点
に認められる。
60～70％が、休日では60～80％が入浴料金以
外からの売り上げであった。
そして、こうした付帯サービスがもたらす
「楽しみ」こそが、スーパー銭湯を利用する目
的であった。したがって、今後も様々な付帯
サービスを持ち、食事やマッサージだけではな
い、あらたな付帯サービスを導入する店舗が生
き残っていくものと予測される。
現在のスーパー銭湯では、新しい付帯サービ
スとして、ロウリュウ（サウナストーブにアロ
マを含んだ水をかけることで蒸気を発生させ、
タオルで仰ぐパフォーマンスにより、香りと熱
風を送り一気に発汗を促すフィンランド発祥の
サウナプログラム）や岩盤浴（天然の岩盤で作
られた温かいベッドにバスタオルなどを敷いて
横たわり温浴効果を得るもの）が導入されてい
る。
こうした新しい付帯サービス（食事・マッ
サージ以外の付帯サービス）のある店舗と新し
い付帯サービスのない店舗との売り上げの変化
には実際に違いがある。新しい付帯サービスの
ある店舗では開業年より売り上げが上がってい
る店舗が 4軒と多い （表15）。一方、新しい付
帯サービスのない店舗では、開業年よりも売り
上げが下がっている店舗が 3軒、維持が 3軒で
あり、売り上げが上がった店舗はない。このよ
うにスーパー銭湯では食事やマッサージといっ
た従来型の付帯サービスだけではなく、新しい
付帯サービスを持った店舗こそが売り上げを伸
ばしている。
以上のことからスーパー銭湯は、今現在ある
表15　新しい付帯サービスの有無による売り上げの変化
売上増 維持 売上減
新しい付帯サービスあり 4 軒 2 軒 0 軒
新しい付帯サービスなし 0 軒 3 軒 3 軒
注） 開業年を100％とし、2010年の売り上げ（％）を聞いた
資料：聞き取り調査より作成
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はそれらのサービスを拡大・強化していくこと
で、銭湯は高齢者のコミュニケーションの場と
して活用されていく可能性はある。
一方、スーパー銭湯は年々増加しており、今
後も食事・マッサージ以外の新しい付帯サービ
スをもった店舗が生き残っていくものと予測さ
れる。そして、そういった店舗ではさらに新し
いサービスが増えていくことで、今後はより
「楽しみ」に特化した店舗が増え、スーパー銭
湯は銭湯とは性格の異なった施設になっていく
ものと考えられる。
参考文献
片渕有生・高岡雄二・勝又英明（2004）：銭湯を利用し
てのデイサービス事業を行うための基礎的研究
（建築計画），研究報告集 Ⅱ，建築計画・都市計画・
農村計画・建築経済・建築歴史・意匠，74，pp.49
～52.
武田勝蔵（1967）：『風呂と湯の話』はなわ新書，248p.
中山満美・細井昭憲・辻原万規彦・安浪夕佳（2007）：
地方都市における一般公衆浴場の変容に関する研
究，日本建築学会技術報告集 13－26，pp.679～684.
西村佳典・田中直人・荒木兵一郎（1993a）：公衆浴場
の利用実態 公衆浴場の利用動向と施設整備に関す
る研究　その 1，日本建築学会近畿支部研究報告
集，33，pp.405～408.
西村佳典・田中直人・荒木兵一郎（1993b）：公衆浴場
の利用意識と施設設備の方向　公衆浴場の利用動
向と施設整備に関する研究　その 2，日本建築学
会近畿支部研究報告集，33，pp.409～412.
日本銭湯文化協会（2009）：『銭湯検定公式テキストⅠ』
草隆社，240p.
松平　誠（1997）：『入浴の解体新書』小学館，253p.
山本光正（2007）：近世の湯屋・風呂屋，歴博，142，
pp.2～5.
こうした銭湯とスーパー銭湯の共存を可能に
している要因として、まず「中心客層の違い」
があげられる。銭湯は高齢者が中心客層の施設
であり、スーパー銭湯は幅広い年代が利用する
施設である。つまり、高齢者が利用すること
で、銭湯は存立しているのである。
また、銭湯では常連客が多い上に、利用客の
来客頻度も高く、季節による来客数の変化もな
い。これは銭湯が「習慣性」を持った利用客の
多い施設だからである。一方、スーパー銭湯で
は常連客の割合が低い上に、利用客の利用頻度
も低く、休暇の多い季節に利用者が多い。これ
はスーパー銭湯が「レジャー感覚」を持った利
用客が多い施設であるためである。このように
銭湯では「習慣性」、スーパー銭湯では「レ
ジャー感覚」といった利用目的に違いがある。
こういった利用目的の違いは利用者の声から
も確認できた。銭湯では「清潔」が利用者の主
たる目的とされ、「値段が安い・自宅から近い
場所にある」ことが求められている施設であっ
た。一方、スーパー銭湯は「癒し」や「遊び」
が利用者の目的とされ、多くの「楽しみ」を感
じることができる場所であることを利用者から
求められている。このような利用目的に違いが
両施設の間にはあり、そうした「棲み分け」が
銭湯とスーパー銭湯の共存へとつながってい
る。
ただし、銭湯とスーパー銭湯の共存がみられ
るにもかかわらず、銭湯が今現在も年々減少し
ている。これは後継者問題が大きな理由であ
る。しかし、そのような中でも市町村自治体で
高齢者サービスを行っている店舗もあり、今後
